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1 は じ め に

岩手県では,1993年冷害が農家経済や農業者の意識にど

のような影響を及ぼし,農家はどのような経営対応をした

のか,あ るいは,しようとしているのかを明らかにし,冷

害の被害から早期に立ち上がるための支援方策の検討に資

するために,県内の水稲作付農家を対象に「冷害に伴う農

家の経営実態調査Jを行った。この調査では,水稲収入の

減少状況,4ヽ作料や作業受委託料の支払い受取りの状況 .

水管理と収量,今後の営農に対する意向等を調査した。

その中で冷害から立ち上がるための農家の考えも自由に

回答していただいた。回答の内容は,技術分野だけでなく

経営分野にいたるまで多種多様で意欲的な意見等も多かっ

た。そこで,こ こでは,自由回答のため統計的に処理が難

しい回答を,キーワードを設定し分類することにより,農

家の意識構造や経営的な対応について,お もに水稲の作付

規模別 (以下,規模別という)に分析したので報告する。

2調 査 方 法

に)「冷害に伴う農家の経営実態調査」調査方法
県内の水稲作付け農家を調査対象とし,県内各市町村 ,

規模等偏らないように,各普及所で462戸選定 し,主に農

業改良普及員が,調査票をもとに面接調査を行った。

2)分析方法
自由回答(「今年の冷害から立ち上がるため,あ なたが

考えていることを教えてください」)をキーヮー ドを設定

しながら,最終的に56の キーワードに分類した。回答によっ

ては,複数のキーワードに分類したものもある。その後 ,

類似キーワードや関連キーワード等を集約し,最終的に 5

つの大項目に集約した (表 1)。

なお,自 由回答のあった農家戸数は,257戸であった。

3 調査結果及び考察

に)地域別回答傾向
地域,1の回答結果を大項目別にみると (図 1),①水田

規模の大きい北上川上流・下流地域は,「技術対応」「水稲

作付体系J「経営の改善J等により,冷害に強い水稲作技

術や経営の確立を目指している傾向がある。また,北上川
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注 キーワードは,一部割愛した。
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答している。そして,「経営の複合化Jの回答割合は,100
a未満層のおよそ半分になる。

3)普通畑規模別にみた特徴
「経営の複合化Jを考えている農家が全体では30%に も
なり,水稲作付面積規模の小さいほど回答割合が高い。 し
かし,水稲作付規模別にみたそれぞれの普通畑面積の平均
は,各規模とも大差がない。そこで,所有している普通畑

規模別に回答割合を見るとその回答農家の特徴が明確にな

る (表 2)。 つまり,普通畑面積が100aを越える農家の85

%の農家で,複合化を考えており,畑の所有規模が「経営
の複合化」に関する回答への一因になっているものと思わ

れる。

表 2 普通畑自作地規模毎回答害1愛 (%)

図 1 地域別回答割合
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規模拡大

364    586    857
5 8      8 6      0 0

33    00    00
41    86    00
116    86    00
9 9      8 6      4 8

107     36     48
41    00    00
3 3     107     48
25    71    00
1 7     36     00
25    36    00

共同・集落等の組織化
受委託の促進

経営合理化・見直し

投資抑制
低コスト

借金を減らす 。しない

情報活用
販売方法

労働力(不足)
後継者

流動化

い

０

∞

”

Ю

０

注 経営関係抜粋

4 ま と め

水稲作付け規模の小さな農家層では,「技術対応」より

も水稲以外の作物の作付け (「経営の複合化J)に より冷害

時の危険分散を考えている傾向が伺われる。特に所有畑地

面積が大きいほどその傾向が顕者になる。また,水稲規模
の大きい農家層では,「経営の複合化Jよ りも,水稲作を
維持しつつ冷害時に強い「技術対応」と,収量が減収 して

もある程度の所得を確保するための「経営の改善Jを考え
ていることが明らかになった。

このように,施肥管理や水管理等の栽培管理がさわがれ

たなかで,これら技術的な対応に加えて,曜営の複合化」
「経営の改善Jの回答頻度が高いことは,経営的な対応の

重要性も農家で認識されているものと思われる。

今回のこの調査により,冷害時はもちろんのこと,平年

時でも安定した農業経営を営むために「基本技術の励行」

とその指導に加え,中小規模層では,複合化による安定所

得の確保,大規模層では,経営強化指導等の対策の必要性
が明らかになった。特に,大規模層において「経営の改善」

等のほか「施策・要望」への回答が多かったことは,大規

模経営体の支援対策の必要性を示唆しているものと思われ

る。
図2 水稲作付規模別回答割合
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